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町民生活向上に
    項目の要望18

全てが町民にとって重要です

6月23日、今野議長は佐藤町長とともに
置賜総合支庁を訪れ、『令和4年度重要事業要望書』
を総合支庁長に手渡しました。6項目の新規を含む
重要事業18項目について県の支援を要望しました。

【白鷹高等専修学校への支援】

高等課程を有する白鷹高等専修学校に対し、
私立高等学校と同程度の支援を行うこと

スクーリングなどで県立霞城学園高校で学び高校卒業資格を得ることが可能。
置賜全域から入学者が増加傾向。生徒一人当たりの補助額は
私立高校が 379,044円。白鷹高等専修学校は 78,157円。
とても大きな差があるのが現状です。

町立病院では24時間 365日対応の救急医療や在宅
診療を担っています。将来的に病院が町で唯一の医療
機関になることが予想されます。持続可能で安定した
運営が可能になるための支援が求められます。

終息まで相当な期間を要すると言われており、疲弊した経済や
住民生活を回復するためには、長期的な取り組みが必要です。
また感染症の影響で町立病院の経営が著しく悪化しています。
地域医療を守るため財政支援の強化が必要です。

要 望 事 項 現状と要望する理由

１
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【地域医療の確保】
1.人口減少・少子高齢化に対応した財政措置拡充
2. 医師確保困難地域に対する財政措置拡充
3. 地域医療の確保策にかかる指導・助言
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【新型コロナウイルス感染症対策への支援】
新型コロナウイルス感染症対策として、
1. 経済活動回復に必要な財政支援の充実
2. 感染症対応に係る医療機関への支援

９
【
継
続
】

【グリーン社会の実現に向けた施策の充実】
グリーン社会実現に向け、
1. 再生可能エネルギー導入へ施策の拡充・充実
2.グリーン社会実現のため、技術開発等の働きかけ

　
　【
新
規
】
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【
継
続
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【デジタル化推進のための環境整備充実】
多様性あるデジタル社会形成に向け、
1. 人材確保・育成に対する支援制度の充実
2. 環境整備に対する財政支援の拡充
3. 国に対し５Gエリア拡大、低廉なサービス
　提供促進の働きかけ

専門的人材の不足。全住民がデジタル社会に参画するには多くの費用が必要です。

出生者数は平成２８年から70人、59人、62人、55人、60人。
　　　  ２０～３０歳代の町外転出が多く、国策である移住支援金は、
　　　　  年俸や年齢などの要件が厳しくほとんど使われません。
　　　　制度と実態とが大きくかけ離れています。

安心・安全のまちづくり、魅力あるまちづくりの推進のためには自主財源の確保と併せて
地方交付税をはじめとする一般財源の充実強化を堅持することが不可欠です。現状は
増え続ける社会保障関係経費、感染症への対応などで歳出が増加し、さらには人口
減少による地方税の減など、地方財政は極めて厳しい状況にあります。

デマンドタクシー利用者は増えていますが採算は厳しい状況。公立置賜総合病院までの
直通便や市街地の循環バスの実証実験を行っていますが、継続には財政負担が大きい
状況です。◇長井線は今後の維持・修繕に多額の自治体負担が見込まれています。

過疎対策事業債は実績に応じて県へ配分され県から市町村に配分されます。
ハード分とソフト分に分かれており、特にソフト分が減少傾向にあります。
町単独で実施するソフト事業（コミュニティセンター毎の地域づくり推進交付金
や学習支援員事業など）の必要額の確保が喫緊の課題です。

近年頻発する自然災害などに対し、消防団は重要な
役割を担っています。一方で人口減少や高齢化で白鷹町の
消防団員は定員670人に対し632 人、平均年齢は 37.3 歳です。
団員数は減少し年齢は年々上がっています。

２
【
新
規
】

６
【
新
規
】

【人口減少対策に対する支援】
1. 移住支援金の支給対象要件の緩和
2. 医療費自己負担額無料化の制度創設
3. 結婚対策支援と総合的な少子化対策の推進

【地域公共交通に対する支援】
1.デマンド交通に対する交付金制度の拡充
2.フラワー長井線に対する経営等の助言と財政支援

【過疎対策事業債の必要額確保】
※過疎対策事業債の必要額の確保をはかること

７
【
新
規
】

【消防力の確保・強化のための支援充実】
消防団員の処遇改善により、団員数の確保、ひい
ては地域防災力の一層の充実・強化のための財政
支援の拡充をはかること

４
【
継
続
】
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続
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【地方交付税総額の確保充実】
※地方交付税総額の確保充実をはかること
※地方交付税とは、本来地方の税収入とすべきであるものを
　国が代わって徴収し地方に合理的な基準で再配分するもの。

※過疎対策事業債とは過疎地域とされた市町村が行う事業の
　財源として特別に発行が認められた地方債のこと。

町内産業の活性化  安全・安心の確保  行政の効率化  ※町民サービスの向上
※町民サービスの向上

◇ホームページの利便性向上　◇行政手続きのオンライン化　
◇キャッシュレス決済導入　◇押印・署名・対面手続見直し　
◇GIGA スクール構想推進　◇母子手帳アプリ導入　他
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公共施設の木材利用に取り組み、一般住
宅等の町産材利用に補助金を出しています。
安定的に木材を供給するためには新たな使い
みちを見つけなくてはなりません。

再生可能エネルギー導入を進めるためのコスト負担が
大きい現状です。また、幅広い事業者が取り組める
ような技術開発と社会実装の加速化に向けた支援の
拡充が必要です。

【木材の安定供給体制構築の支援強化】
1. 森林施業や路網整備、高性能林業機械導入等、
　木材の安定供給体制の構築をはかる支援など
2. 都市部での県産木材利用など新たな需要創出

現在の取り組みでは 1 年間で５０ｈaが限界です。
航空レーザーを活用して、測量から明確化に必要な
地形情報及び森林資源情報の解析まで実施するには
自治体にとって大きな財政負担となります。

国道１０kmあたりの事故発生件数と死者数が県内ワーストレベルです。
　　　　　　　令和２年７月豪雨では滝野地内で延長１００ｍを超える
　　　　　　　範囲の法面崩壊と歩道の欠損・崩落が発生しました。
　　　　　　　早期の課題解決と高規格化による再整備が必要です。

白鷹大橋から東への役場前につながる道路には、
多くの住民から道路改良の要望が寄せられています。
早期の着工と、通学路でもある無歩道区間について
安全のための歩道設置が待たれます。

「山形県道路中期計画2028」で、2019～23年の間に調査
着手とされており、令和2年度には、一部調査も実施されました。
新潟県から宮城県につながり東北中央道や国道１３号の通行に
支障が生じた場合の補完的機能も果たします。

タブレット端末や使用するソフトウエアの更新に係る費用の
負担が課題です。また、教師が授業づくりやＩＣＴを活用した
次世代型の教育に力を注ぐため専門的知識や技能を有する
人材を配置する必要があります。

1学級減となった同校の存続に向け、地域連携協議会を中心に
「荒砥高校学校魅力化計画」が策定されました。
存続されることで町内企業の活力、地域全体の活力を
維持していくことにつながります。

菖蒲・下山地内には依然として狭い個所や
急カーブ、歩道の未設置区間があります。
児童生徒及び地域住民の安全確保を
はかるためにも早急な改修が望まれます。

【森林境界明確化事業に対する支援】
民有林における航空レーザー測量の実施や県補助
事業の創設など、森林境界明確化の支援

　
　
　【
継
続
】
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　【
継
続
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【国道３４８号の高規格化による再整備】
利用者や近隣住民の安全・安心を確保し、地域生
活圏の発展と地方創生に寄与するため、国道３４８号
の高規格化による再整備をはかること

【主要地方道長井白鷹線道路改築事業の推進】
1. 荒砥橋工区の早期完成
2. 荒砥橋工区以東～役場前区間の早期道路改良
3. 無歩道区間への早期歩道設置

　
　【
新
規
】
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【国道２８７号道路改築事業の整備促進】
1. 国道２８７号菖蒲地内の道路改築事業推進
2. 国道２８７号下山地内の道路改築事業の早期着手

　
　
　【
継
続
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【長井～白鷹間西廻り幹線道路整備早期着工】
産業振興や職住育近接等の生活環境を整えるうえで
重要な役割を果たす、長井～白鷹間の西廻り幹線
道路整備について早期に着工すること

　
　
　【
継
続
】
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【GIGAスクール構想による個別最適な学びの充実】
1. ICTを活用した次世代型教育展開のため支援拡充
2. 学習指導員等の学校への配置や専門的な知識や
　技能を有する専門家を計画的に配置すること

　
　【
新
規
】
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【県立荒砥高校魅力化計画の推進への支援】
県立荒砥高等学校魅力化計画の推進に必要となる
専門家やコーディネーターに係る支援、情報提供、
助言

　
　
　【
継
続
】
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白鷹町のデジタル化の方向性　　ICT（情報通信技術）推進のための検討事項


